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研究要旨： 

乳がんの予後と生活習慣との関連については、エビデンスレベルの高い研究は世界的にも少なく、ほと

んど明らかになっていない。しかし、エビデンスは少ないながらも、肥満や身体活動量については、乳がん

死亡および全死亡との関連が有力視されている。肥満や身体活動量は、乳がん発症との関連においては

確立されたリスクファクターであり、これら以外にも、乳がん発症のリスクファクターが乳がんの再発や死亡

に関連している可能性が考えられる。 

そこで本分担研究では、特に日本人のデータを中心に、乳がんの発症や死亡、予後などの疫学データ

および乳がん発症のリスクファクターについて、最新の資料を用いてレビューのアップデートを行った。 

レビューの結果、日本人女性の乳癌罹患率は年齢を調整しても増加傾向にあること、乳癌死亡率に関

しては、増加傾向から、近年になり横ばいに転じたところであることが明らかになった。 

乳がん発症の unmodifiable なリスクファクターとして、初経や閉経などに関する生理・生殖要因、経口避

妊薬やホルモン補充療法などのホルモン要因、乳癌家族歴、他の疾患の既往歴、高身長などがあげられ、

最近の研究では特に糖尿病の履歴と乳がん発症との関連が注目されていることが明らかとなった。一方、

予防行動が可能な modifiable なリスクファクターでは、喫煙や身体活動、アルコール摂取などがあげられ、

肥満については、国際的な評価では、閉経前女性では、肥満が乳がん罹患リスクを減少させ、閉経後乳

がんでは罹患リスクを増加させるとされてきた。しかし、日本人女性を対象とした最近のプール解析では、

閉経前女性でも肥満が乳がん発症リスクを上昇させる可能性が示唆され、欧米諸国とは異なる結果となっ

た。 

来年度以降、予後情報を入手し、乳がんの予後と生活習慣との解析を行う際には、発症との関連が明
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らかになっている要因から解析を行うことを予定している。そのため、今後も引き続きレビューのアップデー

トを行っていく。 
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A．研究目的 

本研究課題では、乳がん患者に対する大規模前

向きコホート研究を行うことにより、様々な要因（食事

や喫煙、飲酒、身体活動など生活習慣、就労や社

会活動、サポート、生きがいなど心理社会的要因

等）が予後（再発、死亡等）や合併症（リンパ浮腫等）、

QOL に与える影響を疫学的に調べることを目的に、

女性乳がん患者を対象とするサバイバーシップコホ

ート研究を実施している。 

乳がんの予後と生活習慣との関連については、エ

ビデンスレベルの高い研究は世界的にも少なく、ほ

とんど明らかになっていない。しかし、エビデンスは

少ないながらも、肥満や身体活動量については、乳

がん死亡および全死亡との関連が有力視されてい

る。肥満や身体活動量は、乳がん発症との関連にお

いては確立されたリスクファクターであり、これら以外

にも、乳がん発症のリスクファクターが乳がんの再発

や死亡に関連している可能性が考えられる。 

そこで本分担研究では、特に日本人のデータを

中心に、乳癌罹患および乳癌死亡について、疫学

的データにより傾向を把握するとともに、乳がん発症

のリスクファクターについて、最新の資料を用いて、

生活習慣と乳がん発症との関連についてのレビュー

のアップデートを行う。 

 

 

B．研究方法 

1．乳癌の罹患率と死亡率 

1）罹患に関する統計情報 

これまでわが国では、地域がん登録の精度がさま

ざまであるため、一定の精度基準を満たした数府県

～20 数府県（年度によって数が異なる）の地域がん

登録のデータをもとに全国推計値を算出することで、

国レベルの癌の罹患状況を把握してきた。地域がん

登録全国推計値は、国立がん研究センターがん対

策情報センターのがん情報サービスホームページ

（以下 がん情報サービス）「集計表のダウンロード」

で公開されている。また、がん情報サービスでは、高

精度地域の実測値として山形県・福井県・長崎県の

地域がん登録の値も公表している。 

各地域からのデータ提出と集計作業には時間がか

かるため、公表時期は罹患年より数年遅れとなって

おり、2018 年 1 月現在、全国がん罹患推計の最新

年は 2013 年、高精度地域の実測値の最新年は

2012 年である。 

以下、本分担研究報告では地域がん登録全国推

計値を用いる。 

 

2）死亡に関する統計情報 

わが国では、癌の死亡動向は厚生労働省の人口

動態調査によって全数把握されている。人口動態調

査は明治時代から実施されている政府統計であり、

国際的にみても精度が高く、また公表時期も調査年

から 1 年遅れと早い。人口動態統計によるがん死亡

データならびにそれを用いた種々のグラフはがん情

報サービスより入手可能のため、本分担報告ではが

ん情報サービスによるデータを用いる。 

 

2．乳がん発症のリスクファクター 

生活習慣と乳がん発症との関連についての国際

的評価および日本人を対象とする評価に関する文

献をそれぞれレビューしていく。 

１）国際的評価 

生活環境因子を中心とした乳がんのリスクファクタ

ーについてシステマティックレビューとエビデンスグ

レードによる評価を行い、広く世界中で活用されて

いるものに、World Cancer Research Fund（WCRF, 

世 界 が ん 研 究 基 金 ）  / American Institute for 

Cancer Research（AICR, 米国がん研究財団）の、食

事、栄養、身体活動に関するレビューがある。その

報告書である“Food, nutrition, physical activity and 

the prevention of cancer: a global perspective”1）は

1997年に第1版が発表されて以降、順次エビデンス

のアップデートも行われており、2007 年には第 2 版、

2010 年には乳がんについてのアップデートが公開さ

れた 2）。なお、特に記載がない限り、本稿では 2010

年のアップデート結果について述べる。 

International Agency for Research on Cancer
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（IARC, 国際がん研究機構）の“IARC Monographs 

on the Evaluation of Carcinogenic Risks on Humans”

シリーズ 3）では、発がん物質の評価を行っている。 

 

2）日本人に関する評価 

日本人に関しては、国立研究開発法人国立がん

研究センターの予防研究グループを中心とする研

究班の活動により、日本人を対象とした疫学研究の

レビューが行われている 4）。 

もうひとつの日本で行われているレビューとして、

日本乳癌学会による「科学的根拠に基づく乳癌診

療ガイドライン②疫学・診断編」5）がある。これは、乳

癌学会の診療ガイドライン作成小委員会（疫学・予

防）により、システマティックレビューの手法に則って

作成されたものであり、このガイドラインでは、前述の

WCRF/AICR や IARC のレビュー結果などの二次資

料を参考に個々の研究論文のレビューも行い、日本

人のデータを加味した上での評価を行っている。 

本分担研究では、これら 4 つのシステマティックレ

ビューを中心に、個別の論文も加え、最新知見につ

いて文献的検討を行う。 

 

（倫理面への配慮） 

本分担研究は、文献的検討のみを行うものであり、

人を対象とする調査等は行わない。 

 

C．研究結果 

1．乳癌発症および死亡に関する疫学データ 

1）乳癌発症率の動向 

がん登録による全国がん罹患推計値によると、

2013 年に新たに癌（上皮内がんを含まない）と診断

された女性は 363,732 人（ICD-10 C00-C96）、うち

乳癌は 76,839 人（ICD-10 C50）である。上皮内がん

を 含 む と 、 癌 と 診 断 さ れ た 女 性 は 412,267 人

（ ICD-10 C00-C96, D00-D09 ） で 、 う ち 乳 癌 は

85,856 人（ICD-10 C50, D05）である。癌（上皮内が

んを含まない）と診断された女性の人数を部位ごと

にみると、最も多いのは乳癌、次いで大腸癌、胃癌、

肺癌、子宮癌となっている。女性の全癌の年齢調整

罹患率は 1985 年以降増加傾向にあり、部位別には、

胃癌、肝臓癌などで近年減少傾向がみられるが、乳

癌、卵巣癌、子宮癌、肺癌などで増加傾向にある。 

図 1 に日本の女性の乳癌罹患率、死亡率の推移

を、図 2 に年齢階級別乳癌罹患率の推移を示した。 

女性の乳癌粗罹患率、年齢調整罹患率は、どち

らも 1975 年以降増加傾向が続いており、特に 2005

年以降増加が顕著となっている。2013 年の乳癌（上

皮内癌を含む）の粗罹患率は，他の癌種に比べ最も

高い（人口 10 万対 131.3 人）。年齢調整罹患率も乳

癌が最も高い（人口10万対96.8人）。年齢別にみた

女性の乳癌罹患率は 30 歳代から増加をはじめ、40

歳代後半ピークを迎え、その後はほぼ一定に推移し、

60 代後半から次第に減少する。年齢階級別にみて

も、1977 年以降、ほぼすべての年代で乳癌罹患は

一貫して増加しており、特に 40 歳代から 60 歳代で

増加の割合が大きくなっている。近年、40 歳代での

罹患率上昇と 50 歳代での緩やかな下降との差異が

大きくなっていることの背景として、40 歳からの乳が

ん検診の推奨と受診率の向上の影響が考えられる。 
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図 1 日本の乳癌罹患率、死亡率の推移 
（1975-2016 年） 

出典：国立がん研究センターがん情報サービス（出典をもとに著者ら作

成）  

注）罹患率は上皮内がんを含む 
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図 2  日本の年齢階級別乳癌罹患率の推移（1978-2013 年） 
 

出典：国立がん研究センターがん情報サービス（出典をもとに著者ら作成） 
注）罹患率は上皮内がんを含む 
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図 3  日本の年齢階級別乳癌死亡率の推移（1981-2016 年） 
 

出典：国立がん研究センターがん情報サービス（出典をもとに著者ら作成） 
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2）乳癌罹患の国際比較 

世界の癌罹患および死亡に関する統計情報は、

WHO の外部組織である IARC（International Agency 

for Research on Cancer：国際がん研究機関）により

まとめられており、罹患は世界各国、各地域の地域

がん登録に基づき、「5 大陸のがん罹患（Cancer 

Incidence in Five Continents）」として公表している。

データは IARC のホームページ上で利用可能であ

る。 

全体として、アメリカ、イギリス、ドイツなどの欧米で

罹患率が高く、日本、中国（香港）などアジアで罹患

率が低くなっている。各国とも 30 歳代から罹患率が

増加し始め、40 歳代まで直線的に増加するが、日

本や中国（香港）、タイでは 50 歳代以降も同程度の

罹患率であるのに対し、アメリカやイギリス、ドイツな

どでは 50 歳代以降も増加を続け、60 歳代後半でピ

ークとなっている。日本人女性の乳癌の年齢調整罹

患率は、欧米諸国に比べて半分程度であるが、年

次推移をみると、日本や中国では増加傾向が続い

ているのに対して、欧米諸国では、2000 年頃を境に

増加傾向から横ばいないしは減少傾向を示してい

る。 

 

3）乳癌死亡率の動向 

図3に日本の女性の年齢階級別乳癌死亡率の推

移を示した。 

人口動態統計のデータによると、2016 年に癌で

死亡した女性は 153,201 人（ICD-10 C00-C97）で、

うち乳癌は 14,015 人（ICD-10 C50）であり、大腸癌、

肺癌、膵臓癌、胃癌に次いで多い。女性の全癌の

年齢調整死亡率は 1990 年代後半から減少傾向に

ある。部位別にみると、胃癌、肝臓癌、直腸癌などで

減少傾向がみられるが、近年では子宮癌などで増

加傾向にある。 

図 1 の乳癌粗死亡率については、罹患率ほど大

きな増加ではないが、1975 年以降、増加傾向にあり、

2016 年の粗死亡率は人口 10 万対 21.8 人である。

乳癌粗死亡率を年齢階級別にみても、死亡率は増

加傾向にあり、いずれの年でも 50 歳代まで直線的

に増加し、その後は 70 歳代まではほぼ一定である

（図 3）。 

図1の乳癌年齢調整死亡率は、1979年の人口10

万対 7.0 人から微増を続けていたが、2000 年以降ほ

ぼ横ばいとなっており、2016 年は 12.2 人となってい

る。がん種を比較すると、2016 年の女性の乳癌年齢

調整死亡率は、乳癌が最も高く、次いで大腸癌の

12.0 人、肺癌の 11.0 人、胃癌の 8.0 人が続いている

（大腸癌、乳癌は毎年ほぼ同率）。 

 

4）乳癌死亡の国際比較 

世界の癌死亡に関する情報は WHO の死亡デー

タベースに基づき、IARC のホームページで公開さ

れている。全体としてイギリス、ドイツ、フランスなどヨ

ーロッパで死亡率が高く、次いでアメリカとなってお

り、日本や中国（香港）、タイでは全体的に死亡率が

低くなっていた。日本人女性の乳癌の年齢調整死

亡率は、欧米諸国の 3 分の 2 程度である。年次推移

をみると、欧米諸国が 1990 年前後を境に減少に転

じているのに対して、日本では増加傾向から、近年

になり横ばいに転じたところである。 
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2．乳がん発症に関するリスクファクター 

1）Unmodifiable risk factor（予防に用いることのでき

ないリスクファクター） 

表 1 に生理・生殖要因、ホルモン、家族歴・既往

歴、体型と乳がんの発症との関連についてのエビデ

ンスグレード示した。先述のエビデンスグレードによ

る評価が行われていない要因も多く含まれるため、

ここでは国際評価に日本人のエビデンスも加味して

評価を行った科学的根拠に基づく乳癌診療ガイドラ

イン②疫学・診断編の評価結果について述べる。 

 

1）生理・生殖要因 

乳がんはホルモン関連がんであり、内因性のエス

トロゲン曝露が乳がん発症リスクに関連すると考えら

れる。ほぼ確実（probable）な乳がんリスクファクター

である「初経年齢の早さ」や「閉経年齢の遅さ」は、

月経周期に伴うエストロゲンへの曝露期間の長さを

示しており、そのことが罹患リスクを上昇させると考え

られている。また、「出産歴あり」、「初産年齢が低い」、

「授乳歴あり」、「授乳歴が長い」ことが乳がんリスクを

低下させることは、いずれも確実（convincing）であり、

これらも妊娠・出産に伴う性ホルモンの変化によるも

のと考えられる。 

 

2）ホルモン 

内因性のエストロゲン曝露に加え、ホルモン補充

療法などの外因性エストロゲン曝露も乳がん発症リ

スクと考えられている。経口避妊薬（OC）や低用量

エストロゲン・プロゲスチン配合薬（LEP）の使用は可

能性あり（Limited-suggestive）のリスクファクターであ

る。また、閉経後女性のホルモン補充療法について

は、エストロゲン+黄体ホルモン併用療法（EPT: 

combined estrogen-progestogen therapy）は確実に

乳がん発症リスクを上昇させる。エストロゲン単独療

法（ET: estrogen therapy）については、これまでメタ

アナリシスや疫学研究からリスクを上昇させる可能性

があると示されてきた一方で、ランダム化比較試験

ではリスクを上昇させないことが示された。これらの

結果から、2013 年に内分泌学や女性医学など 7 つ

の国際学会が共同で閉経後女性のホルモン療法に

関するグローバルコンセンサスを発表し、ホルモン

補充療法による乳がんリスクの上昇は、主として併用

される黄体ホルモンおよび施行期間の長さに関連し

ているとした 6）。日本人についてはリスクの増加が認

められておらず、これらの結果を加味して乳癌診療

ガイドラインでは、「5 年未満のエストロゲン単独療法

では乳がん発症リスクを増加させないことが示唆され

るが、長期施行の影響については結論付けられな

い」として、証拠不十分（Limited-no conclusion）と判

定している。 

 

3）家族歴・既往歴 

乳がん家族歴は確実な乳がんリスクファクターで

ある。また、良性乳腺疾患の既往は確実、卵巣嚢腫

の既往は可能性ありと判定されるリスクファクターで

ある。 

これらに加え、近年、糖尿病の既往と癌発症の関

連が注目されている。2012 年に発表された国際的

なメタアナリシスでは、糖尿病既往者で乳がんのリス

クが高いことに加え、胃、大腸、肝臓、膵臓、子宮体

部、膀胱癌についてもリスクが上昇することが示され

た 7）。一方、2013 年に発表された日本人を対象とす

るコホート研究のプール解析結果では、糖尿病の既

往と乳がんリスク上昇について関連は認められなか

った 8）。日本人での十分なエビデンスはないが、国

際的な評価も合わせて、乳癌診療ガイドラインでは

糖尿病既往は乳がんリスク上昇のほぼ確実なリスク

ファクターと結論づけられている。 

 

4）体型 

成人期の高身長が乳がん発症のリスクを上昇させ

ることは確実とされている。身長の高さは、遺伝的要

因に加え、子どもの頃の栄養状態や性ホルモン、成

長ホルモンおよびそれに伴う月経を反映する指標と

も考えられ、それらの影響により、乳がんリスクに関

連すると考えられている。 

出生時体重の重さはほぼ確実なリスクファクター

である。胎児期に子宮内においてすでにエストロゲ
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日本人のデータを加味した総合的評価1）

初経年齢の早さ ほぼ確実（↑）

閉経年齢の遅さ ほぼ確実（↑）

出産歴あり 確実（↓）

初産年齢が低い 確実（↓）

授乳歴あり 確実（↓）

授乳歴が長い 確実（↓）

経口避妊薬（OC）/
低用量エストロゲン・プロゲスチ

ン配合薬（LEP）の使用
可能性あり（↑）

閉経後ホルモン補充療法
エストロゲン+黄体ホルモン併用療法（EPT）:確実（↑）

エストロゲン単独療法（ET）:証拠不十分

不妊治療 証拠不十分

家族歴・既往歴

乳がん家族歴 確実（↑）

良性乳腺疾患既往あり 確実（↑）

子宮内膜症の既往あり 証拠不十分

卵巣嚢腫の既往あり 可能性あり（↑）

多嚢胞性卵巣症候群の既往あり 証拠不十分

糖尿病既往あり ほぼ確実（↑）

スタチンの服用 証拠不十分

体型

成人期の高身長 確実（↑）

出生時体重が重い ほぼ確実（↑）

表1　生理・生殖要因、ホルモン、家族歴・既往歴、体型と乳がんの発症（Unmodifiable risk factor）

ホルモン

注1）　（↑）：リスクを増加させる、（↓）：リスクを減少させる
注2）　確実：Convincing、ほぼ確実：Probable、可能性あり：Limited-suggestive、証拠不十分：Limited-no
conclusion

出典
1）日本乳癌学会編. 科学的根拠に基づく乳癌診療ガイドライン　②疫学・診断編2015年版. 金原出版.

生理・生殖要因
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ンやプロゲステロン、成長ホルモンなどに曝露されて

おり、出生時の体重はこれらのホルモンへの曝露の

程度を表しているためと考えられている。 

 

5）Unmodifiable risk factor に対する対策 

これまで述べてきた unmodifiable risk factor は、個

人が乳がん予防のためにコントロールできる要因で

はない。むしろ、これらの高リスクと考えられる要因を

持つ女性は、次に述べていく modifiable risk factor

（予防に用いることができるリスクファクター）が存在

するとさらに発症リスクが高くなる可能性があるので、

より積極的に乳がん予防行動や早期発見のための

定期的な検診受診を行うことが重要と考えられる。 

 

2．Modifiable risk factor（予防に用いることができるリ

スクファクター） 

前述のとおり、乳がんはホルモン関連がんであり、

閉経前に診断される場合と閉経後に診断される場

合（閉経後に診断される方が多い）で、リスクファクタ

ーは同じではない。そのため、各要因について、閉

経前乳がん、閉経後乳がんについてそれぞれみた

結果を表 2 に示す。閉経前乳がんと閉経後乳がん

について分けた記載のないものについては、両乳が

んを合わせて記載した。 

国際的な評価として WCRF/AICR による評価 2）を、

喫煙に関する国際的評価として IARC による評価 3）

を、日本人を対象とする研究の評価として国立がん

研究センター予防研究グループによる評価 4）を、国

際的評価に日本人データを加味した評価として日

本乳癌学会乳癌診療ガイドラインによる評価 5）をそ

れぞれ用いている。 

本稿で は、が ん予防対策の 推進を目的に 、

modifiable risk factor については特に予防行動の観

点から各要因をみていく。 

 

1）体型・身体活動 

（1）肥満 

肥満に関して、WCRF/AICR では、閉経前女性で

は、肥満が乳がん罹患リスクを減少させ（ほぼ確実）、

閉経後乳がんでは罹患リスクを増加させる（確実）と

している。しかしながら、国立がん研究センターのグ

ループでは、日本の 8 つのコホート研究 18 万人以

上のデータを合わせたプール解析により、閉経後乳

がんだけでなく、閉経前乳がんにおいても、BMI が

大きい群でリスクの大きな上昇がみられたため、

2015 年の評価で肥満と閉経前乳がんとの関連の評

価をリスク上昇の「可能性あり（BMI30 以上）」と変更

した。乳癌診療ガイドラインでも、この日本人に対す

る評価結果を大きく評価し、閉経前女性でも肥満が

乳 が ん リ ス ク を 増 加 さ せ る 可 能 性 あ り （ Limited 

suggestive）、閉経後では確実に増加させる、として

いる。これらは欧米諸国と日本、ないしアジア諸国で

乳がんリスクが異なることを示唆している。 

閉経後乳がんに限らず、肥満は高血圧や糖尿病

といった多くの生活習慣病の疾患のリスクを上昇さ

せることや、BMI が高 BMI の集団が現在の日本にお

いてはそれほど多くないことを考慮すると、太りすぎ

ないことはもとより、やせすぎないこと、すなわち適正

体重を保つということががん予防をはじめ、健康の維

持に大切であるといえる。 

 

（2）身体活動 

身体活動に関しては、余暇時間の運動のみでは

なく、身体活動量としてレビューが行われている。乳

癌診療ガイドラインでは閉経前女性では証拠不十

分(limited-no conclusion)、閉経後女性で乳がんリス

クを減少させることはほぼ確実であるとされている。

WCRF/AICR では、閉経後乳がんに対してはほぼ

確実なリスク減少効果があるとしており、国立がん研

究センターのグループでは可能性ありとしている。た

とえ、乳がんに対しての証拠が不十分であったとし

ても、大腸がんや糖尿病など他の生活習慣病のリス

クを減少させること、よほど激しい運動でない限りリス

クを増加させることは考えにくいことから、できるだけ

習慣的に身体活動量を増やすことはがん予防の重

要な要素であると言えるだろう。 
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閉経前 閉経後 閉経前 閉経後 閉経前 閉経後

肥満 ほぼ確実（↓） 確実（↑） 可能性あり（↑）
(BMI30以上)

確実（↑） 可能性あり（↑） 確実（↑）

腹部肥満 証拠不十分 ほぼ確実（↑）

成人になってからの
体重増加 証拠不十分 ほぼ確実（↑）

身体活動 可能性あり（↓） ほぼ確実（↓） 証拠不十分 ほぼ確実（↓）

喫煙

受動喫煙

アルコール 確実（↑） 確実（↑）

野菜 証拠不十分 証拠不十分

果物 証拠不十分 証拠不十分

大豆・大豆製品 証拠不十分 証拠不十分

牛乳・乳製品 証拠不十分 証拠不十分

肉類 証拠不十分 証拠不十分

魚類 証拠不十分 証拠不十分

穀類 証拠不十分 証拠不十分

茶 証拠不十分 証拠不十分

食パターン 証拠不十分 証拠不十分

ビタミン 証拠不十分 証拠不十分

食物繊維 証拠不十分 証拠不十分

総脂肪 証拠不十分 可能性あり（↑）

イソフラボン 証拠不十分 証拠不十分

葉酸 証拠不十分 証拠不十分

カロテノイド 証拠不十分 証拠不十分

体型・身体活動

表2　主たる生活習慣要因と乳がんの発症に関する評価のまとめ（Modifiable risk factor）

国際的評価1）2） 日本人のデータによる評価3） 日本人のデータを加味した
総合的評価4）

－ －

－ －

可能性あり（↓）

喫煙

可能性あり（↑） 可能性あり（↑） ほぼ確実（↑）

証拠不十分 可能性あり（↑） 可能性あり（↑）

飲酒

証拠不十分 ほぼ確実（↑）

食品

証拠不十分 －

証拠不十分 －

可能性あり（↓） 可能性あり（↓）

証拠不十分 可能性あり（↓）

証拠不十分 －

証拠不十分 －

証拠不十分 －

証拠不十分 証拠不十分

証拠不十分 －

栄養素

証拠不十分 －

－ －

証拠不十分 証拠不十分

可能性あり（↓） 可能性あり（↓）

注1）　（↑）：リスクを増加させる、（↓）：リスクを減少させる
注2）　確実：Convincing、ほぼ確実：Probable、可能性あり：Limited-suggestive、証拠不十分：Limited-no conclusion
注3）　栄養素は食事からの摂取および血中レベルの研究に基づく結果であり、サプリメント摂取による研究結果は含まない

証拠不十分 －

証拠不十分 －

出典
1）World Cancer Research Fund / American Institute for Cancer Research. Food, nutrition, physical activity and the
prevention of cancer: a global perspective. Breast Cancer 2010 Report.

3） 国立研究開発法人国立がん研究センター社会と健康研究センター予防研究グループ. 科学的根拠に基づく発がん性・がん予防効果の評価と
がん予防ガイドライン提言に関する研究. http://epi.ncc.go.jp/can_prev/  (Accessed March 25, 2017)
4）日本乳癌学会編. 科学的根拠に基づく乳癌診療ガイドライン　②疫学・診断編2015年版. 金原出版.

2) International Agency for Research on Cancer. IARC Monographs on the Evaluation of Carcinogenic Risks on
Humans. Volume 100E: Personal habits and indoor combustions. 2012. （喫煙・受動喫煙のみ）
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2）喫煙 

喫煙については、WCRF/AICR のレビューでは喫

煙は対象となっていないが、先述のIARCにより国際

的な評価が継続的に行われている。 

（1）喫煙 

喫煙と乳がん発症との関連については、IARC の

2004 年の報告書では、喫煙による発がん性を示唆

する証拠はないと判定されたが 9)、2009 年にカナダ

のオンタリオたばこ研究部門による専門委員会のレ

ビューでは、喫煙と乳がん発症に関して因果関係あ

りと結論づけられた 10）。その後、2012 年の IARC の

再評価において、喫煙と乳がん発症については限

定的な証拠ありと評価された。日本人を対象とした

エビデンスに基づく評価では、喫煙は乳がんの発症

のリスクを増加させる可能性ありと評価されている。こ

れらの結果や、他のレビューに基づき、乳癌診療ガ

イドラインでは、乳がん発症リスクの増加についてほ

ぼ確実と結論づけている。 

（2）受動喫煙 

受動喫煙については、IARC の 2004 年の報告書

では発がん性を示唆する証拠なしと判定された 11）。

その後行われたメタアナリシスでは、受動喫煙と閉

経前乳がんの発症について、関連ありとする報告 11）

や、コホート研究では関連がみられないがケース・コ

ントロール研究では関連が見られるなど研究デザイ

ンにより結果が異なるという報告 12）が行われるなど、

結果が一貫していない。そのような中で、IARC の

2012 年の評価では、受動喫煙と乳がん発症との関

連について十分なエビデンスはないと結論づけられ

た。 

しかし、2016 年の国立がん研究センターの研究グ

ループによる日本人について研究の評価において、

エビデンスの追加と評価の見直しの結果、受動喫煙

と乳がん発症との関連を「証拠不十分」からリスク上

昇の「可能性あり」に変更した。乳癌診療ガイドライン

は 2015 年に発行されたものであるため、この変更は

反映されていないが、これまでの研究成果などから

総合的に判断し、受動喫煙が乳がん発症リスクを増

加させる可能性ありと結論づけている。 

（3）がん予防の観点からみた喫煙 

喫煙が肺がん発症のリスクを高めることについて

はエビデンスが蓄積され疑う余地がない。乳がんの

発症については、これまで国内外の疫学研究の歴

史の中で、関連ありとするものとなしとするものの両

方の結果が見られ、必ずしも結果が一貫していなか

った。しかし、近年の評価では、いずれもリスク上昇

の可能性あるものと結論づけられており、受動喫煙

に関しても同様である。肺がんなど他のがんの大き

なリスクであることはすでに明らかであることや、がん

だけでなく他の疾患の予防という観点からも、喫煙

はすべきでないし、受動喫煙についても避けるよう

にすべきであると考えられる。 

 

3）アルコール 

アルコール摂取と乳がん発症との関連について

は、WCRF/AICR の評価では閉経前乳がん、閉経

後乳がんともにリスク増加は確実と報告している。一

方、国立がん研究センターの研究グループによる日

本人のエビデンス評価では、アルコール摂取と乳が

ん発症について証拠不十分と結論づけている。乳

癌診療ガイドラインでは、これらの結果に加え、日本

人を対象とするエビデンスが少ないことを考慮し、ア

ルコール摂取が乳がん発症リスクを高めることはほ

ぼ確実としている。 

基礎研究においては、アルコール飲料に含まれ

るエタノールおよびその代謝産物のアセトアルデヒド

には発癌性があることが示されていることや、エタノ

ールの代謝に伴う酸化ストレス、性ホルモンレベル

の増加などの発癌リスク増加のメカニズムが解明さ

れつつあること、WCRF/AICR の評価では乳がん発

症のリスク増加のみならず、用量反応関係も明らか

であり、かつ閾値は同定されなかったと報告している

ことなどからも、アルコールと乳がんの発症には関連

があるものと考えられる。 

日本人で明確な関連が見られていないことにつ

いては、日本人では乳がんへの関連が少ないことも

可能性としてはあげられるが、研究自体が少ないこ

とに加えて、女性のアルコールの大量摂取者が少な
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いために関連が見えにくいことが可能性としてあげら

れる。全がんリスクで見ると、日本人女性については

リスクの増加が見られないものの、男性については

多量飲酒者でリスクの増加がみられることから 13）、が

ん予防の観点からは多量飲酒は慎んだほうがいいと

言えるだろう。 

 

4）食品 

（1）大豆・大豆製品（イソフラボン） 

大豆摂取に関しては、WCRF/AICR のレビュー結

果では証拠不十分としているが、国立がん研究セン

ターの研究グループによる日本人を対象とした研究

のレビュー結果では、乳がん発症リスク減少の可能

性ありと報告している。乳癌診療ガイドラインのレビュ

ーでも、乳がんリスク減少の可能性ありと結論づけて

いる。 

アジア人で乳がん罹患率が低く、欧米人で罹患

率が高いことを説明する可能性のある要因として、ア

ジアで多く摂取され、欧米では摂取量の少ない大豆

製品が注目されてきた。大豆に含まれるイソフラボン

はその構造が似ていることから植物性エストロゲンと

呼 ば れ 、 SERM （ Selective Estrogen Receptor 

Modulator）として働くことが基礎研究で示されている。

欧米の疫学研究のメタアナリシスでは negative 

results（乳がん発症のリスクを増加させる）、アジアの

疫学研究のメタアナリシスでは positive results（乳が

ん発症のリスクを減少させる）が出る傾向にある。そ

の理由として、大豆やイソフラボンの摂取は欧米で

は一律低く、アジアでは一律に高いといった摂取量

の違いによるコホート内でのばらつきの少なさなどが

検討されているが、いまだエビデンスは不十分であ

る。 

しかしながら、他のがんや生活習慣病に対しても

イソフラボンの影響に関する知見が集積しつつある

ことや、食事により得られる程度のイソフラボンでは

乳がん発症リスクの増加が確認されていないことな

どから 14）、15）、サプリメントとして多量摂取しない限り、

大豆製品は積極的に摂るとよい可能性のある食品と

して考えてもよいかもしれない。なお、サプリメントと

しての高用量のイソフラボン摂取による乳がんの予

防効果および安全性については明らかになってい

ないことから、厚生労働省ではイソフラボンサプリメン

トの服用は 1 日 30mg 以下にとどめることを勧めてい

る。また、WCRF/AICR の報告でも、がん予防全般

に関して、栄養摂取は食物を通してのみとし、食品

サプリメント摂取は推奨できないとされている。 

 

（2）牛乳・乳製品 

牛乳・乳製品については、古くから乳がん発症リ

スクの増加・減少の両面から注目されており、乳製

品の摂取量の多い北欧地域を中心に多くの疫学研

究が実施されてきた。この背景として、牛乳に含まれ

るビタミン D やカルシウム、共役リノレイン酸などの成

分が乳がんの発症リスクを減少させる可能性がある

ことが期待されている一方で、動物性脂質が乳がん

発症リスクを増加させる可能性があるとも考えられて

きたことがあげられる。 

WCRF/AICR のレビューでは、閉経前乳がん、閉

経後乳がんともに証拠不十分と報告されており、日

本人を対象とした研究レビューでも証拠不十分とさ

れている。乳癌診療ガイドラインでは、これらの結果

に加え、2012 年 9 月から 2014 年 9 月までの論文レ

ビューの結果から、乳製品の摂取 0 により乳がん発

症リスクが減少する可能性ありと結論づけている。た

だし、脂肪含有量の多い乳製品の摂取は乳がん発

症のリスクを高めるとする報告もあることから、乳製品

の品種や組成を考慮した場合の関連性は不明であ

るとしている。 

 

（3）茶（緑茶） 

アジア地域で乳がんの発症率が低いことの背景と

して、大豆・大豆製品とともに期待されているのが茶

（緑茶）である。茶の成分であるカテキンに乳がん細

胞の増殖を抑制する効果があることが基礎研究によ

り示されていることや、前立腺がん発症が抑制され

たとの報告がみられることからも乳がん発症リスクの

減少が期待されている。 

しかし、WCRF/AICR のレビュー、国立がん研究
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センターのレビュー、乳癌診療ガイドラインのレビュ

ーのいずれも証拠不十分としており、現時点では、

茶の摂取による乳がん発症リスクの減少効果は認め

られていない。 

 

（4）その他の食品 

野菜、果物、肉類、魚類、穀類、食事パターンな

どいずれについても、現時点では乳がん発症との関

連は証拠不十分であり、ある程度以上の関連性があ

るものは認められていない。 

 

5）栄養素 

栄養素の評価については、いずれの評価も食事

からの摂取および血中レベルの研究に基づく結果

であり、サプリメント摂取による研究結果は含まな

い。 

（1）総脂肪 

総 脂 肪 摂 取 と 乳 が ん の 発 症 に つ い て は 、

WCRF/AICR の評価では、閉経前乳がんでは証拠

不十分、閉経後乳がんでは、リスク増加の可能性あ

りと報告されている。国立がん研究センターのレビュ

ーでは、証拠不十分とされている。乳癌診療ガイドラ

インでは、これらの結果に加え、近年の研究では多

くが総脂肪の摂取と乳がんの発症との関連なしとの

結果が出ている一方で、最新の研究では関連を示

すものが散見されることなどを考慮し、結果に一貫

性がみられないため、証拠不十分としている。 

 

（2）イソフラボン 

食事によるイソフラボン摂取と乳がん発症との関

連については、WCRF/AICR の評価では閉経前、

閉経後乳がんいずれも証拠不十分、国立がん研究

センターの研究グループおよび乳癌診療ガイドライ

ンの評価では乳がん発症リスク減少の可能性ありと

報告している。 

詳細は、4）食品の（1）大豆・大豆製品（イソフラボン）

に大豆・大豆製品と合わせて記載した。 

 

 

（3）その他の栄養素 

ビタミン（ビタミン A、B6、B12、C、D、E）、食物繊

維、葉酸、カロテノイド、カルシウム、鉄などについて

乳がん発症リスクとの関連の検討が行われているが、

現時点ではいずれも証拠不十分である。 
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D．考察 

本分担研究では、乳癌の発症および死亡に関す

る疫学的動向および乳がんの発症と食事や栄養素、

身体活動、身体組成などとの関連について、日本人

のデータを中心に、レビューのアップデートを行っ

た。 

レビューの結果、日本人女性の乳癌罹患率は年

齢を調整しても増加傾向にあること、乳癌死亡率に

関しては、増加傾向から、近年になり横ばいに転じ

たところであることが明らかになった。 

乳がん発症の unmodifiable なリスクファクターとし

て、初経や閉経などに関する生理・生殖要因、経口

避妊薬やホルモン補充療法などのホルモン要因、

乳癌家族歴、他の疾患の既往歴、高身長などがあ

げられ、最近の研究では特に糖尿病の履歴と乳が

ん発症との関連が注目されていることが明らかとなっ

た。一方、予防行動が可能な modifiable なリスクファ

クターでは、喫煙や身体活動、アルコール摂取など

があげられ、肥満については、国際的な評価では、

閉経前女性では、肥満が乳がん罹患リスクを減少さ

せ、閉経後乳がんでは罹患リスクを増加させるとされ

てきた。しかし、日本人女性を対象とした最近のプー

ル解析では、閉経前女性でも肥満が乳がん発症リス

クを上昇させる可能性が示唆され、欧米諸国とは異

なる結果となった。 

乳がん予防の観点からは、必ずしもすべての乳癌

が予防できるわけではないが、がん検診の定期的な

受診に加え、予防可能な要因については、より積極

的な予防行動の実践への支援が重要である。 

乳がんサバイバーシップコホート研究に関しては、

来年度以降、予後情報を入手可能になる。乳がん

の予後と生活習慣との解析を行う際には、発症との

関連が明らかになっている要因から解析を行うことを

予定している。そのため、今後も引き続きレビューの

アップデートを行っていく。 

 

 

E．結論 

本分担研究では、乳がんの発症と食事、栄養、

身体活動、身体組成など変更可能な要因につい

てのレビューのアップデートを行った。 

レビューの結果として、日本人女性の乳癌罹患

率は年齢を調整しても増加傾向にあること、乳癌死

亡率に関しては、増加傾向から、近年になり横ばい

に転じたところであることが明らかになった。 

乳がん発症のリスクファクターには、乳がん家族

歴や BRCA1、BRCA2 遺伝子などの遺伝的素因、

初経や閉経に関する内分泌環境因子、出産や授

乳など社会環境とともに、予防が可能な生活環境

要因として肥満や身体活動、アルコール摂取、喫

煙などが明らかになっている。 

来年度以降、乳がんの予後と生活習慣との解析

を行う際には、発症との関連が明らかになっている

要因から解析を行うことを予定している。 
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1．論文発表 

【雑誌】 
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1) 溝田友里、山本精一郎. 最近の乳癌リスクファ
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実際の患者への対応. 乳がん患者ケアパーフ

ェクトガイド. 阿部恭子、矢形寛（編）, 学研メデ
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press） 
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平成 29 年度 総括研究報告書 

 

がんサバイバーシップ支援に関する研究 

 

研究代表者 

山本 精一郎 国立がん研究センター社会と健康研究センター保健社会学研究部 

研究分担者 

溝田 友里 国立がん研究センター社会と健康研究センター保健社会学研究部 

向井 博文  国立がん研究センター東病院乳腺・腫瘍内科 

 

 

研究要旨： 

本分担研究では、乳がんサバイバーシップコホート研究に並行して、サバイバーシップ支援や研究

成果や乳がんに関する情報の提供を行う。目的は、研究成果を対象者である乳がん患者やその家族、

医療関係者等に加え、その他のがん種の患者や広く国民にもがんに関する情報普及することであり、

普及を通じて、患者がより暮らしやすい社会、がんとともにある社会の実現を目指す。 

本分担研究の最大の特色は、ソーシャルマーケティングの手法をがん患者支援に取り入れる点であ

る。ソーシャルマーケティングとは、費用効果を重視し、徹底した市場調査に基づき商品等のプロモー

ションを行うマーケティング手法を、公衆衛生に取り入れ、一般市民への普及啓発を戦略的に行う取り

組みであり、欧米では国の施策として積極的に活用され始めている。本分担研究では、実施にあたり、

研究者だけでは不足するマーケティングや情報発信について、民間の実務者を研究協力者として加え、

研究実施体制を確立した。 

分担研究における取り組みとして、ウェブサイトや講演会などを中心とする患者・家族、国民の普及啓

発を行うこととした。今年度は、研究班ウェブサイトを月 1 回ペースで更新し、研究の進捗や国内外の最

新の知見の紹介を行った。また、学会発表や患者団体での講演を行った。直接このような情報提供を

行えればいいが、研究班メンバーが全国に出向きこのような会を行うには限界がある。そこで、より積極

的に研究班ウェブサイトを活用し、最新知見の普及を行うこととしている。 

来年度以降も、ウェブサイトを通じた情報提供とサバイバー支援を行うことを予定している。 
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A．研究目的 

検診の普及や治療法の改善により、がんとともに

生活する人が増えている。特に乳がんでは、罹患率

も年々増加の傾向にあり、患者の予後改善と相まっ

て、治療後の療養生活の質がますます重要になって

きている。 

患者の療養生活において、重要な役割を果たす

のが情報である。患者において、治療や療養生活に

関する情報ニーズが高いことに加え、療養生活にお

いて患者が治療や療養生活に関する情報を十分得

て満足することが、長期的に患者の精神健康や健康

関連 QOL などにを高めることも多くの研究により示さ

れている。また、近年のインターネットの普及など情

報化が進み、誰でも情報を探しやすくなったことや、

患者や家族が情報をもとに主体的に治療等を選択

することが求められる消費者主義の流れなどを受け、

患者が適切に情報を得ることができる体制づくりや支

援がますます重要になってきている。 

そのような状況や患者や家族の要望を背景に、

2007 年がん対策基本法が成立し、がん情報に関し

ても、患者・家族・市民へのよりよいがん情報提供を

目指し、国の施策として、情報づくりや情報発信が進

められることになった。しかし、適切な情報が適切に

伝えられていないため、現状として、患者の多くが情

報の不足を感じていることが、多くの研究で報告され

ている 1-4）。 

また、術後の療養生活については、身体活動や肥

満防止、栄養など、生活習慣に関連する要因の再発

予防効果が世界中で期待されているにも関わらず、

研究はまだ始まったばかりであり、治療以外の要因と

その後のQOLや予後との関連を調べたエビデンスレ

ベルの高い研究は国内外ともほとんど存在しておら

ず 5-6)、どのような療養生活を送ればよいか明らかに

なっていない 7-8)。 

そこで、本研究では、大規模な乳がん患者コホート

研究を実施し、患者側に立った、実践するに足る、再

発予防効果のある療養生活における食事、身体活

動などの生活習慣や心理社会的要因などのを明ら

かにすることとした。それに加えて、患者支援として、

現時点での再発予防に関するエビデンスの有無など

正確な情報を、患者や家族に向け普及させることも

目的とした。 

本分担研究では、研究成果を対象者である乳が

ん患者やその家族、医療関係者等に加え、その他の

がん種の患者や広く国民にもがんに関する情報普及

すし、普及を通じて、患者がより暮らしやすい社会、

がんとともにある社会の実現を目的に、サバイバーシ

ップ支援や研究成果や乳がんに関する情報の提供

を行う。 

 
1. 上田稚代子 他. 乳癌患者の術前・術後の心理的状況の分

析 . 和 歌 山 県 立 医 科 大 学 看 護 短 期 大 学 部 紀 要 
2002;5:19-25. 

2. 唐澤久美子 他. 【乳癌治療における精神的 QOL とその改
善策】放射線療法を受けた乳癌患者の不安・抑うつとその対
応. 乳癌の臨床 2003;18(3):201-11. 

3. 花城真理子 他. 乳がん患者のソーシャル・サポート サポ
ートとコンフリクトの分析を通して. 日本看護学会論文集：成
人看護Ⅰ 2008;38:176-8. 

4. Tsuciya M, Horn S. An exploration of unmet information 
needs among breast cancer patients in Japan: A qualitative 
study. European Journal of Cancer Care 2009;18(2):149-55.  

5. National Cancer Institute. Physician Data Query 
(http://www.cancer.gov/cancertopics/pdq) 

6. World Cancer Research Fund / American Institute for 
Cancer Research. Food, Nutrition, Physical Activity and the 
Prevention of Cancer: a Global Perspective. Washington 
DC: AICR, 2007  

7. 溝田友里、山本精一郎：Ⅲ.乳がんのリスクファクター 世界
のエビデンスと日本のエビデンス 癌と化学療法   

8. 35(13);2351-6:2008. 
9. 溝田友里、山本精一郎. がん患者コホート研究：予後改善

へのエビデンス. 医学のあゆみ 2012;241(5):384-90. 

 

 

B．研究方法 

先行研究で示されているように、これまで行われて

きた情報の普及方法では十分とは言えず、従来とは

異なる新しい普及方法が望まれる。そこで本分担研

究では、最大の特徴として、欧米で国の施策として取

り入れられ始めた先駆的な取り組みであるソーシャル

マーケティングの手法を取り入れる。ソーシャルマー

ケティングとは、費用効果を重視し、徹底した市場調

査に基づき商品等のプロモーションを行うマーケティ

ング手法を、公衆衛生に取り入れ、市民への普及啓

発を戦略的に行う取り組みである。イギリスでは 2006

年に National Social Marketing Centre が設立され、
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全 省 庁 に お い て 普 及 啓 発 を サ ポ ー ト し て い る

（http://thensmc.com）。その実現のために、研究者

では不足するマーケティングに関して、マーケティン

グや PR（パブリックリレーション）の実務者を研究協力

者として研究班のメンバーに組み込んでいる。 

本分担研究では、ウェブサイトや講演を中心に、患

者および家族、医療関係者に加え、国民に対する情

報発信を行う。また、乳がんサバイバーシップコホー

ト研究では、対象者支援として、質問票への回答が

得られた対象者には、栄養素の説明付の個別の栄

養計算結果票を返却している（図 1、図 2）。 

 

 

C．研究結果 

ソーシャルマーケティングの手法を用い、マーケテ

ィングの専門家や PR の専門家などの協力のもと、研

究班のウェブサイトを運営している。ウェブサイトは、

乳がん患者およびその家族、一般市民などを対象に、

がんに関する普及啓発を行うことを目的としている。

ウェブサイトでは、がんの予防や療養生活に関する

情報、世界の最新知見の紹介などを行っている。ま

た、本研究に関して、研究の説明や進捗に加え、ベ

ースラインデータの集計結果、研究資料の公開も行

っている。今年度も月 1 回ペースの研究進捗の報告

や、最新レビュー結果などコンテンツの追加を行った

（図 3）。 

また、関連学会での発表や患者団体での講演など、

最新知見の普及を積極的に行った。 

 

 

D．考察 

本分担研究では、ソーシャルマーケティングの手

法を用い、マーケティングや PR の専門家の協力を得

て、ウェブサイトを中心とする患者・家族、国民への普

及啓発を進めている。 

研究班のウェブサイトについては、コンテンツを追

加し、月 1 回のペースで更新を行った。今後も、ウェ

ブサイトの更新を継続し、ウェブサイトから情報提供

を行うことを予定している。 

がん患者や家族、医療関係者、疫学者などにがん

罹患後の健康増進や QOL 向上のための療養生活

などに関する最新知見を普及させることを目的とした

学会発表やシンポジウムでは、熱心にメモをとる参加

者が多く、講演後の質問も多く寄せられ、がん罹患後

の生活についての情報が求められていることが改め

て感じられた。直接このような情報提供を行えればい

いが、研究班メンバーが全国に出向きこのような会を

行うには限界がある。そこで、研究班ウェブサイトから

の情報提供をより積極的に行うこととした。 

 

 

E．結論 

本分担研究では、乳がんサバイバーシップコホー

ト研究に並行して、サバイバーシップ支援や研究成

果や乳がんに関する情報の提供を行っている。目的

は、研究成果を対象者である乳がん患者やその家族、

医療関係者等に加え、その他のがん種の患者や広く

国民にもがんに関する情報普及することであり、普及

を通じて、患者がより暮らしやすい社会、がんとともに

ある社会の実現を目指す。 

今年度は、研究班ウェブサイトを月 1 回ペースで更

新し、研究の進捗や国内外の最新の知見の紹介を

行った。また、学会発表やシンポジウム講演を積極的

に行った。 

来年度も引き続き、ウェブサイトや講演会などを通

じた情報提供とサバイバー支援を行う。 
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なし 

 

 

G．研究発表 

1．論文発表 

【雑誌】 

1) Mizota Y, Ohashi Y, Iwase T, Iwata H, Sawaki M, 

Kinoshita T, Taira N, Mukai H, Yamamoto S. 

Rainbow of KIBOU (ROK) study: a breast cancer 



- 19 - 
 

survivor cohort in Japan. Breast Cancer. 

2018;25(1):60-7. 

 

【書籍】 

1) 溝田友里、山本精一郎. 再発予防の見地から実

際の患者への対応. 乳がん患者ケアパーフェクト

ガイド. 阿部恭子、矢形寛（編）, 学研メディカル秀

潤社. pp292-6. 2017. 

2) 山本精一郎（作成委員）、溝田友里（協力者）. 乳

癌診療ガイドライン②疫学・診断編 2018 年度版. 

日本乳癌学会（編）, 金原出版.（in press） 

 

2．学会発表 

1) 溝田友里、豊嶋久美子、中村理香、山本精一郎. 

がん患者の健康増進のためのサバイバーシップコ

ホート研究：研究進捗とベースラインデータ集計結

果. 第 55 回癌治療学会. 横浜. (2017.10.21) 

 

 

H.知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

1．特許取得：なし 

2．実用新案登録：なし 

3．その他：なし 

 

 

 

 

 

 



- 20 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 回答者に個別に返却する栄養計算結果（表面） 
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図 2 回答者に個別に返却する栄養計算結果（裏面） 
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図 3 研究班ウェブサイト 
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